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　▼…英国・ビッグベンの大時計が

デジタル化される、というのが新聞

のエイプリルフール・ネタの代表作

だそうだ。その4月1日に起きたみず

ほシステムの大クラッシュは、くっ

付き合いメガバンクの馬鹿さ加減を

世界に露呈した。月末30日に第２の

クライシスが控えていると聞けば、

これはもうブラックジョークだ。

　▼…金融庁に差し出した中間報告

書は、単なる経過報告に終始してい

たという（さすがに突き返された）。

根本原因や改善計画を明確にできな

いままドタバタを続ける様は、不良

債権問題をめぐる動きと同様で、銀

行という存在そのものの内側に根深

い病根があると考えざるを得ない。

　●市町村合併シンポから　………　今、何が問題か

　●最前線リポート　………………　米国・カウンティ制度    　

　●212ふるさと情報　……………　町長の「さくらんぼ通信」

　●自治体北南　……………………　合併しない自治体にも支援策

　●ＤＡＴＡ   ………………………　地域バス23％は自治体が代替運行

　▼…騒動の背景としてトップの

「IT音痴」がささやかれている。銀行

同様に台所の不安を抱えつつ、合併

と IT化に取り組むだけに、市町村の

方は大丈夫かと案じてしまう。最近

の調査では、IT化の障害として 2年

前に 36％あった「首長・幹部の無理

解」が 5％まで急減したというから、

この面で死角はないと思うが。

　▼…問題は、言語の違うプログラ

ミングを強引につなぎ合わせたり、

中枢に機能不全が起きたりしてはい

ないか。何より、お客様第一の合併統

合なのか。アナログはアナクロに非

ず。ビッグベンがどう時を刻むのが

ふさわしいか、ロンドンっ子は知っ

ているからジョークになる。 （梶）
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　■逢坂　誠二さん（ニセコ町長）

　今後財政がどうなっていくのか、極めて不安

だ。自治体は今のままの形では続かない、何ら

かの変化が絶対に必要だ。合併するしないの問

題以前に、私たちのマチはどう変化すべきかを

もっと真剣に考えるべきだと思うが、そうした

地方自治の本質議論をもう許さない段階にある。

私たち首長は船長として「ここで船を止めて本

質議論をしよう」とは行かないところに大きな

悩みがある。

　合併論議を前提としても問題がある。合併し

ない道を選択した場合には、地域の将来像が描

けない。財政がどうなるのか交付税はどうなる

のか先行きが全く見えない。片山総務相にも、合

併を選択しなかった場合の条件提示を求めたが、

簡単でないと言う。事務方は「マクロでは出せ

るかも知れないが、個別の町村について交付税

はいくら減るとかは言えない」という。私たち

は与えられた条件が不十分な中である程度の意

思を決めなければならなくなっている。

　■田岡　克介さん（石狩市長）

　国は合併のメリットとして市になれるとか中

核市として再編できるとか「量的メリット」を

挙げているが、石狩市については、明確なメリッ

トをつかみ切れないでいる。このことも市民に

は明確に伝えた上で、議論しなければならない。

石狩市の場合、今後恐らく交付税はそう落ちな

いと思うが、目先のメリット・デメリットで合

併を考えてはならないと思う。量的な満足より

も質的な満足が重要であり、質的とは、私たち

が何を求めていくのか、文化を判断の目線に置

くことだと思う。そのためのインフラをどう整

備していくか、文化論を市民の間で闘わせてい

かなければならない。厚田、浜益村、石狩市の

3つのマチの将来はどうあるべきか、真剣な議

論を進めなければ、合併の議論も進まない。

　■相内　俊一さん（小樽商科大学教授）

　北海道の合併要綱は、中心地間の距離を40キ

ロ以内とする基準によるもので、その組み合わ

せが実現した場合、本当に行政サービスが向上

するのかどうかは全く視野に入っていない。ど

ことも合併できないところがあり、道の頭の中

には「それもしかたない」という考えがあるの

かも知れないが、そうだとすると、合併できな

いマチはどうしたら良いのか、将来像を示すべ

きだ。そうしないと合併するかしないかの選択

自体が、非常に難しくなる。

　借金を抱えた自治体と合併するのはいやだと

いうマチもあり、結局、合併ができるところだ

けの「勝ち組連合」ができるだけ。弱いマチは

「お気の毒でした」でいいのか、という問題が起

きてくる。合併できずに残ったところを町村と

して成り立って行くようにどう支援するのか、

何も見えていない。本当に困っているところの

交付税を削り、2級町村制の対象として自治を

取り上げるといった、罰を与えるような発想は

良くない。

地方自治の本質論が飛んでいる

生き残りは「勝ち組連合」だけ

合併の「質的メリット」見えない

（町村編）
（町村編）
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　講義ノート 　市町村合併を考える
　　　　石狩シンポジウムから

　日本青年会議所道央ブロック協議会主催の「北海道の市町村を考えるシンポジウ

ム」が4月20日、石狩市で開かれました。「活力ある地域創造」をテーマにした討

論から、市町村合併に関するパネリストの発言をダイジェストでご紹介します。

【今、何が問題か】
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　■相内・小樽商大教授

　まず第一の判断のポイントは、合併を選択す

るかしないかを考えると言うこと。財政の効率

化や多様な住民ニーズに対応した機能の充実な

どの問題はどこのマチも抱えており、広域連携

の取り組みも実績を上げている。それらの問題

の解決方法の一つとして合併は考えられるが、

果たして本当に合併によって解決できるのか、

というところで一度考える必要がある。もしか

して合併によって、問題がもっと難しくなる場

合があるかも知れない。メリット・デメリット

は、可能性に過ぎない。従って、本当にそうな

るかどうかは、本格的にデータをそろえて、きっ

ちりと検討する必要がある。

　例えば、石狩市と厚田、浜益村が一緒になっ

たときに、どんなまちづくりができるのか。ど

んなプラスの展開ができるのかと言った議論を

進めるべきだ。

　■田岡・石狩市長

　合併問題は、良いチャンスだと思っている。社

会環境が大きく変わってきている中で、自分た

ちのまちを良く考えてみよ、ということだから、

この機会に将来のまちづくり、市民サービスを

どう考えるか議論したい。浜益、厚田村を加え

た 3自治体による研究会活動と並行して、住民

を交えての行政セミナーを開催し、広汎な議論

を進めていく計画だ。そのための情報は最大限

に公開していく。

　財政力に差があるケースでは、財政の問題が

露骨に出る可能性はあるし、寄らば大樹と考え

れば、札幌市との合併議論も起きてくる。しか

し、一方で、ここは 400年の歴史を持つ北海道

では古い地域で、石狩湾という共有海域を背景

にした生活、文化を持っている。現に連携の実

績もある。これらを踏まえて合併のメリット・デ

メリットを考え合わせて、総合的に判断してい

く必要がある。可能な限り情報を示しながら議

論を進め、国の示している考え方に、きちっと

一度答えを出そうと思う。

　■逢坂・ニセコ町長

　昨年、倶知安、京極町とともに合併問題に関

する研究会を作ったが、今後は町民にどういう

手順で説明していくか早急に整理して、年末に

向けて相当回数の住民説明会を開催する予定だ。

また、職員の間でも10人程度のグループに分け

てワークショップ形式で議論を続け、最終的に

合併に対する意思を明確にして平成15年3月を

迎えたい。

　各自治体は、平成17年3月を強い意志を持っ

て迎えるべき。首長の責任でもある。時間が少

ないとはいえ、まだあるのだから、必死に議論

し、その結論を首長が引き取って方向を定め、議

会の最終決定により進めることが大事だ。議論

の前提として、自治体職員の役割が大きい。行

政のプロとして合併をどう考えるか、住民とし

て自治体をどう考えるか。労働者としてどう考

えるか。まず、役所の中でまじめに議論をする

ことが大切だ。

有効な解決策か データ基に検証

【どう対処するか】

情報公開し、マチの将来を議論

何より役場職員が真剣に考えよ

面積
(㎢)

人口
(人)

職員数
(人)

財政力
指数

積立金残
高(千円)

地方債残
高(千円)

石狩市 118 55.103 394 0.66 56 500
厚田村 293 3.005 68 0.17 340 1,160
浜益村 311 2.356 70 0.10 285 1,563

北海道の合併パターンにある石狩 3市村の財政比較

（99年度決算。積立金・
地方債残高は、住民1人
当たり。人口は2000年
3月 31日時点））
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　■相内・小樽商大教授

　地方自治のベストモデルはどこにもない。中

央と地方政府の関係をどうするか、という視点

から地方政治・地方政府のあり方を考えるべき。

外国との比較で日本が最も弱い点は、地域が自

ら決める仕組みが保障されていないこと。例え

ば、議会の仕組みは、規模にかかわらずみな同

じ形を持っている。選挙も同じ。シティマネ

ジャー、タウンミーティングなどいろんなスタ

イルがあるが、行政のやり方を工夫してできな

いことになっている。ここはもっと主張して良

いと思う。

　石狩を例に取れば、合併によってそれまで自

分たちが決めてきたこと全部を石狩市の議会に

任せて良いのか。米国のカウンティ（郡）のよ

うな「石狩湾北部郡」といった自治体単位があっ

て、郡政府の議会が広域的なことを決め、より

地域に身近な生活・地域上のサービスに関する

ことは現在の町村単位の地域で決める。共通す

る広域的なサービスは郡の自治体が責任持って

やるような仕組みを考えてはどうか。

　何が何でも合併ではなく、北海道型の地方自

治のスタイルをもっと主張して良いのではない

か。本来は、道や道議会などで議論すべきこと

と思う。水平的な市町村懇談会のような場で、合

併できないところをどうしていくのか国や道に

明確な対策を求めることも必要ではないか。　

　■逢坂・ニセコ町長

　国が合併を進める理由は、財政問題に尽きる。

交付税の財源は年間12兆円で、8兆円も不足し

ている。交付税に関わる国の借金は50兆円を超

えるところまで来ているから、国は「もうこれ

からは交付税なんか配れないんだ」とはっきり

言っている。そうすると、やはり自治体は何ら

かの変化が必要だ。合併するしないの問題以前

に、私たちのマチはどう変化すべきかをもっと

真剣に考えるべき。その時、カウンティのよう

な仕組みで自治権を持たせる方法も一つの考え

方だと思う。

　何より、自分たちで判断する力を日本の自治

体に与えられていないことが非常に大きな問題。

自立の前に、自己をコントロールする自律の権

限も持っていない。権限を持っていれば、少な

いカネの中でも頑張ろうかという発想も出てく

る。日本の自治には多様性が認められていない

ところに大きな問題がある。

　■西川　直樹・JC道央ブロック協議会会長

　日本青年会議所はいち早く住民自治、市民参

加を重視した「地域主権型」の社会づくりを提

唱してきた。合併についても、地方分権と言う

よりは地域主権の意味合いが強いものと考えて

いる。また、合併は地域づくりの目的ではなく

て手段の一つだと思う。今この時期にきちんと

論議をし、これからの世代の人たちに対する責

任を持つ必要がある。選択肢はいろいろあると

思う。財政面から合併が論じられることが多い

が、財政が豊かであれば良いわけでもない。市

民の一人として一緒に考えていきたい。

☆　☆　☆

　シティマネジャー　行政経営を重視する米国

では、多くの自治体が行政の専門教育を受けた

シティマネジャーを、行政執行の責任者として

採用している。日本の助役にやや近い存在だが、

能力次第のヘッドハンティングや解任が行われ

る。任命権と予算執行権は市長が議長役を務め

る議会にある。行政の専門性・公平性の面でシ

ティマネジャー制度の考え方を日本でも導入す

べきとの意見もある。

北海道型カウンティ制度を提案

【地方自治の姿は】

自律の権限がまちづくり多様化

次世代に責任持った選択を
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　住民にとって最も身近な、公共の地域単位を

「基礎自治体」と言います。より広い解釈に立て

ば、共通の生活基盤に立つ町内会も基礎自治体

と言えます。しかし、一般には、法を根拠に、公

共サービスの原資を住民の税負担に求め、サー

ビス供給の実行責任者を選任する、という条件

を備えた最小の自治組織・機構が「基礎自治体」

と呼ばれます。

　■重層構造の日本とは対照的

　日本の場合は、市町村が基礎自治体であり、複

数の市町村を包む広域自治体が都道府県という

ことになります。

　日本が単一の国家の下に都道府県と市町村が

重なり合った重層構造を持つのに対して、合衆

国制の米国では地方制度のあり方については州

政府に委ねられているため、地方制度の仕組み

も基礎自治体の形態も非常に多様化しています。

中には、市町村のような基礎自治体が存在せず、

州が直轄するケースや、学校、警察、病院、水

道など供給するサービスの主体がそれぞれ異な

り、特定のサービス供給だけを目的とした特別

区のようなものもあります。

　■サービス供給の効率性を重視

　カウンティ（郡）は複数の基礎自治体を包含

した州の管轄区で、基礎自治体の存在しない地

域に対する行政サービスを提供したり、基礎自

治体が行う業務・サービスの一部を代わって行

います。カウンティがカバーする分野も、その

規模や能力によってさまざまです。

　住民の側からみると、地域の生活に直結する

問題については基礎自治体の自治機能を生かし、

税負担に応じた行政サービスを基礎自治体やカ

ウンティ、あるいは州へと依存・委託すること

も可能となります。サービス供給の効率性に目

を向けつつ、地域の自主性も住民の合意の範囲

内で確保していこうとする考えと見ることもで

きます。

　フランスも「コミューン」と呼ばれる平均人

口1600人程度の基礎自治体が約3万6千ありま

すが、サービス供給は国や出先機関、広域連合

などが主体で、米国に比べるとやや画一化され

ているのが特徴です。

日本（117㎢）
3,200自治体

フランス（15㎢）
36,000自治体

英国（504㎢）
500自治体

米国（260㎢）
36,000自治体

基礎自治体の規模の比較

7,100人

12万人

3万8千人
1.600人

（国旗の大きさは1自治体当たりの平均面積、人
数は平均人口）

州政府の下に多様な自治形態

　米国・カウンティ制度最前線リポート　

5 8
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　■4/19　芽室町　ボリュームたっぷり新年度

予算解説　新年度予算関連企画が広報誌で目立

つ時期ですが、芽室町ホームページにアップさ

れた広報「すまいる」4月号には、目玉事業のほ

か、分野別に約 40もの解説 PDFファイルが提

供されています。圧巻です。

　■4/19　七飯町　駒ケ岳火山防災ハンドブッ

ク　「駒ケ岳火山防災ハンドブック」のHTML

版がアップされています。ふもとの 5町で構成

する「駒ヶ岳火山防災会議協議会」が約５年ぶ

りに更新したそうです。

　■ 4/19　砂川市　例規類集　「市例規類集」

コーナーがアップされています。同市の条例、規

則を目次のほか、50音でも検索出来ます。

　■4/19　大滝村　村内の病院を特集　村内の

病院・医師を紹介した広報特集号がアップされ

ています。約 1MBの PDFで 6ページです。

　■ 4/19　羽幌町　一緒に考えよう　ホーム

ページの「一緒に考えよう『市町村合併』」が更

新されています。池田町長の個人ホームページ

に、6月30日開催予定の「池田町体験フェスティ

バル」情報がアップされています。

　■ 4/17　沼田町　「雪室」を一般町民に開放

　雪の科学館「雪室」の一般町民への開放情報

がアップされています。同科学館は、町が雪氷

エネルギーの試験研究や農産物の保存、雪冷房

に利用しようと建設。一般開放の利用第 1号と
（アクセスは http://com212.comからどうぞ）

212ふるさと情報拾い読み
ＨＰ
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して、農業者 3人が保存用の自家野菜を持ち込

んだそうです。

　■4/17　壮瞥町　地域情報化計画　今後の情

報化の指針として策定した「町地域情報化計画」

の PDFファイルがアップされています。

　■4/17　江別市　叢書「江別に生きる」第10

巻　叢書「江別に生きる」の第10巻「野幌原始

林物語 －森と人々とのシンフォニー－」発刊情

報がアップされています。「森を守り、森に生き

た人々」「原始林余話」「原始林の自然－四季と

生きものたち－」の 3部構成とのことです。

　■ 4/17　留萌市　「情報公開」分かりやすく

　情報公開と個人情報保護を漫画で分かりやす

く解説したハンドブックの G I F ファイルや

Q&Aのページがアップされています。

　■4/17　新冠町　ハイセイコーフェス　5月

4、5日開催の「ハイセイコーフェスティバルｉ

ｎ新冠」情報がアップされています。4日には

トークショー「新冠産駒Ｇ㈵馬たちの素顔」も

予定されているようです。

　■ 4/19　仁木町　町長の「さくらんぼ通信」

　町長の「さくらんぼ通信」が更新されていま

す。「いろいろ考えました。機構改革」とのタイ

トルで、上下水道課を新設し、住民課と福祉課

の業務内容を見直すなどした機構改革について

述べています。
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NEWS
　● 4/18　太田市

（群馬県）　環境対策

で９行政区に「市民

枠予算」各 100万円

　太田市は、地域の

実情に合った環境対

策を推進するため、

「市民向け枠配分予
算」として市内9地区の行政センターに地区活

性化事業補助金100万円を一律交付した。各セ

ンターごとに地元区長らと環境対策の独自の

アイデアを凝らしながら、家庭ごみの減量化

や地域の環境美化などの分野で自由に使い道

を決める。

　●4/18　山口村（長野県）　岐阜県中津川市

との越境合併を表明

　長野県の加藤出・山口村長は、住民から要望

のある岐阜県中津川市を中心とした地域との

合併に向けた協議を進める方針を村議会全員

協議会で表明した。2004年度の合併を目指し、

年内には法定協議会を設立する意向。両県議

会の議決を経て決まる中津川市への編入合併

方式を想定している。

　●4/17　宍道町（島根県）　人件費削減分で

町民の無料健診実施

　宍道町は、2002年度予算でカットした職員

給与や特別職報酬の余剰財源を基に、主婦や

お年寄りなど検診率の低かった約 4千人を対

象とした町民健康診断を無料で実施すること

になった。財政対策として、職員給与を2年間

一律２％、特別職の報酬は一年間５％カット

することになり、職員労働組合から財源の有

効活用が求められていた。

　●4/15　福島県　合併しない市町村にも支

援策

　福島県は、合併を選択しない自治体に対す

る県独自の支援策をまとめることになった。

合併論議を地方分権社会の実現に向けた契機

ととらえ、合併するかどうかの判断に当たっ

て、どちらを選択しても不利にならないよう

● ●

　　　

●
●

●

●

に条件を整えるのが狙い。近く庁内に研究会

を設置し、具体的な内容を詰める方針。

　●4/15　篠山市（兵庫県）　全職員による自

己評価制度導入　

　篠山市は、全職員が年間の業務目標や課題

などを明確にし自己採点する「目標管理シー

ト制度」を2002年度から導入した。合併によ

る事務事業の効率化などを目指す行政改革実

施計画や財政計画に関しても進行管理を徹底

し、四半期ごとに職員が点検・評価を行う。

　●4/12　広島市　上司評価システムを導入

　広島市は、昇格など人事異動の判断資料と

するため、部下による上司評価システムを

2002年度中に導入することになった。導入に

際して参考とすることが検討されている自動

車メーカー・マツダの評価制度では、「責任感」

「リ ーダーシップ」「意思決定」などが評価基

準とされている。

　●4/9　岩手県　道州制研究会が始動、年内

に最終報告

　岩手県の「道州制等に関する研究会」の初会

合が開かれ、年内の最終報告取りまとめに向

けて、広域自治体制度の必要性や具体像、県政

運営の課題・問題点などを調査・研究していく

こととした。広域自治体制度の必要性につい

ては、市町村合併の進展を背景とした都道府

県と市町村の役割分担の見直し、都道府県の

在り方の見直しなどが焦点となる。

　● 4/1　鶴ヶ島市（埼玉県）　５年間で管理

職の女性 20％以上目標

　鶴ケ島市は、第2次男女共同参画計画の目標

として、管理職に占める女性の割合を向こう5

年間で20％以上（2001年時点で17.6％）にす

る。審議会などの委員の割合についても、現在

の33.9％から35％以上に引き上げる。計画推

進のための「市民サポーター」を募集すること

なども盛り込んだ。

（詳細情報はNEXT編集室へ）

●
●
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DATADATADATADATADATA 規制緩和の地域バス、23%自治体が代替運行

　規制緩和を目的とした改正道路運送法が 2

月から施行され、廃止の申し出があった路線

は全国で831系統に達し、このうち再編縮小を

含めた自治体の代替運行は 191系統、約 23％

を占めていることが分かった。他の事業者が

8 8

【都道府県別の路線数上位 10】

順位 都道府県 系統数
1 長　崎 149

2 福　岡 107

3 愛　知 53
4 山　口 50

5 高　知 46

6 秋　田 41

6 兵　庫 41
8 北海道 40

9 沖　縄 35

10 滋　賀 32

引き継ぎ運行するケースを含めて何らかの形

で存続する系統路線は全体の約36％を占めた。

これに対し、代替策のない実質的な廃止は154

系統（19％）あり、協議検討中も 22％に上っ

ている。（日経地域情報から）
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　「NEXT212」連載の「市町村合

併を考える」シリーズを、ダイ

ジェスト版・総集編として1冊に

再編集し、この度発行しました。

　合併列島で繰り広げられてい

る行政と住民の動きを俯瞰しな

がら、合併問題にどう対処する

のか、住民本位のまちづくりを

どう進めるのか。 合併最前線の

報告とともに、1ページ1テーマ

形式で、グラフや図表を使いよ

り分かりやすく解説しています。地域の未来につながる合併論議の参考書として首

長、議員、市町村職員は無論、住民を含めまちづくりに関わる方々にお勧めします。

　A4版60ページ。定価千円（税込・送料別に300円）。お申込みは、電話（011-761-

6039）またはメール（next@com212.com）で。

　　　　　　　　　　　　　　　　  地域メディア研究所
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【系統別の存続・廃止方針】

19%

22%

17%

23%

19%

何らかの形で存続

自治体が代替運行

他事業者が継承

協議検討中

代替策なく実質廃止

「市町村合併を考える」シリーズ総集編を発刊


